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1. 17年 2月期の業績（平成16年 3月 1日～平成17年 2月28日）
( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年 2月期       85,980    △8.3       2,551   △38.9       1,521   △45.8

16年 2月期       93,779     1.2       4,174    30.0       2,806    60.7

潜 在 株 式 調 整1株 当 た り 株 主 資 本 総 資 本 売 上 高
後 １ 株 当 た り当 期 純 利 益 当 期 純 利 益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率当 期 純 利 益

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
17年 2月期       △2,575－         △28.41 －    △28.3     1.9     1.8

16年 2月期          881－          10.46－     10.0     3.4     3.0

(注 )1.期中平均株式数 17年 2月期     90,664,509株 16年 2月期     84,277,237株
2.会計処理方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

( 2 )配当状況

1株当たり年間配当金 配 当 金 総 額 株 主 資 本
配 当 性 向( 年 間 ) 配 当 率中 間 期 末

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％
17年 2月期           0.00          0.00          0.00           0     0.0     0.0

16年 2月期           0.00          0.00          0.00           0     0.0     0.0

(注 )17年 2月期期末配当金の内訳 記念配当           0円 00銭 特別配当           0円 00銭

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

17年 2月期       76,077       8,816     11.6          92.77

16年 2月期       81,115       9,382     11.6         111.34

(注 )1.期末発行済株式数 17年 2月期     95,030,460株 16年 2月期     84,270,728株
2.期末自己株式数 17年 2月期         63,035株         45,144株16年 2月期

2. 18年 2月期の業績予想 （平成17年 3月 1日～平成18年 2月28日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当期純利益

中 間 期 末
百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期       42,600         900        △700          0.00－ －

通 期       86,000       2,500         400－           0.00          0.00

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )           4円 21銭

上 記 の 予 想 は 、 発 表 日 現 在 で 入 手 可 能 な 情 報 に 基 づ き 作 成 し た も の で あ り ま す 。 実 際 の 業 績 は 、
今 後 様 々 な 要 因 に よ っ て 、 予 想 数 値 と 異 な る 可 能 性 が あ り ま す 。 な お 、 上 記 業 績 予 想 に 関 す る 事 項
は 、 添 付 資 料 ８ ペ ー ジ を ご 参 照 く だ さ い 。 （ 注 ） 金 額 表 示 は 百 万 円 未 満 切 捨 て



　　    　　単位：百万円（未満切捨て）

流  動  資  産 １４，１４６ １６，３５０ △ ２，２０３

現 金 及 び 預 金 ３，５５８ ４，５６３ △ １，００４
受 取 手 形 ５１ ５６ △ ５
売 掛 金 ４，２７４ ６，５５４ △ ２，２７９
有 価 証 券 １，２４３ １６２ １，０８０
商 品 ３，９３８ ３，９０７ ３１
貯 蔵 品 １６ ２０ △ ４
前 払 費 用 １７９ １９３ △ １３
繰 延 税 金 資 産 －  ８１ △ ８１
未 収 入 金 ８７６ ７７７ ９９
その 他の 流動 資産 ２３ ７０ △ ４７
貸 倒 引 当 金 △ １７ △ ３６ １９

固  定  資  産 ６１，９３０ ６４，７６５ △ ２，８３４

有 形 固 定 資 産 ４２，１３８ ４２，１７３ △ ３５

建 物 ２０，０１９ ２０，２７７ △ ２５７
構 築 物 １０９ １１６ △ ６
車 両 運 搬 具 ０ ０ ０
什 器 備 品 ６２４ ６８４ △ ５９
土 地 ２１，３７８ ２１，０８５ ２９２
建 設 仮 勘 定 ６ １０ △ ３

無 形 固 定 資 産 ７７ ２４６ △ １６９

借 地 権 －  １５８ △ １５８

ソ フ ト ウ ェ ア ４２ ５５ △ １２

電 話 加 入 権 ３４ ３３ １

投資その他の資産 １９，７１５ ２２，３４４ △ ２，６２９

子 会 社 株 式 ２３８ １，２４１ △ １，００２
投 資 有 価 証 券 １，５１３ ２，１６２ △ ６４８
長 期 貸 付 金 ２７，１７７ ２７，２９９ △ １２２
破産 ・更 生債 権等 ９０ ７５ １４
差 入 保 証 金 ２，４５２ ２，５１３ △ ６１
長 期 前 払 費 用 ９３ １２８ △ ３４
繰 延 税 金 資 産 －  １７７ △ １７７
そ の 他 の 投 資 ４４７ ４１２ ３４
貸 倒 引 当 金 △ １２，２９７ △ １１，６６５ △ ６３１

資  産  合  計 ７６，０７７ ８１，１１５ △ ５，０３８

当　　期
(１７．２．２８)

前　　期
(１６．２．２９)

増　　減
（△）科 目

資 産 の 部

貸 借 対 照 表 （ 対 前 期 比 較 ）
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　　    　　　単位：百万円（未満切捨て）

流  動  負　債 ３９，４８９ ４１，５５６ △ ２，０６６

支 払 手 形 １，９０５ ２，２７８ △ ３７２
買 掛 金 ４，５４４ ４，４８４ ５９
短 期 借 入 金 １６，３７６ １８，１０１ △ １，７２４
１年内返 済長 期借 入金 ５，６０７ ６，０６７ △ ４５９
未 払 金 ９２０ ８０８ １１２
未 払 法 人 税 等 １７ １７ ０
未 払 消 費 税 －  １８８ △ １８８
未 払 費 用 ５０ ６６ △ １６
前 受 金 ２０６ ２５５ △ ４８
商 品 券 ３，５４２ ３，４４０ １０２
預 り 金 ５，７１３ ５，３６１ ３５２
賞 与 引 当 金 １５４ １７０ △ １５
設 備 支 払 手 形 ８１ １６ ６５
そ の 他 の 流 動 負債 ３６７ ３０１ ６５

固  定  負　債 ２７，７７１ ３０，１７６ △ ２，４０５

長 期 借 入 金 １６，８７９ ２０，５８１ △ ３，７０２
繰 延 税 金 負 債 １１ －  １１
再評価に係る繰延税金負債 ４，３３５ ４，３０６ ２９
退 職 給 付 引 当 金 １，２６３ １，０９３ １６９
役員退職慰労引当金 ２３０ ３２２ △ ９２
債 務 保 証 引 当 金 ４，８３０ ３，７０３ １，１２７
預 り 保 証 金 １７６ １４３ ３３
そ の 他 の 固 定 負債 ４５ ２６ １８

負　債　合　計 ６７，２６１ ７１，７３３ △ ４，４７２

資    本    金 ９，０２６ ８，０２０ １，００５
資 本 剰 余 金 １０，４１０ ９，４１６ ９９４

資 本 準 備 金 １０，４１０ ９，４１６ ９９４

利 益 剰 余 金 △ １７，１２８ △ １４，５０９ △ ２，６１９

利 益 準 備 金 １，１２７ １，１２７ ０
当期未処理損失 １８，２５５ １５，６３６ ２，６１９

土地再評価差額金 ６，５０３ ６，４５９ ４３

その他有価証券評価差額金 １６ ３ １３

自  己  株  式 △ １１ △ ７ △ ３

資　本　合　計 ８，８１６ ９，３８２ △ ５６６

負債・資本合計 ７６，０７７ ８１，１１５ △ ５，０３８

当　　期
(１７．２．２８)

前　　期
(１６．２．２９)

増　　減
（△）科 目

負 債 及 び 資 本 の 部

貸 借 対 照 表 （ 対 前 期 比 較 ）
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単位：百万円（未満切捨て）

　　　　　　 期　別
科　目

営 ％
業 ８５，９８０ ９３，７７９ △ ７，７９８ ９１.７
損 ６３，４５２ ６９，２８４ △ ５，８３１ ９１.６
益 ２２，５２７ ２４，４９４ △ １，９６７ ９２.０
の １９，９７６ ２０，３１９ △ ３４３ ９８.３
部 ２，５５１ ４，１７４ △ １，６２３ ６１.１

営
業 １，４３１ １，３５７ ７４ １０５.５
外 ２９２ ３０２ △ ９ ９６.８
損 １，１３９ １，０５５ ８４ １０８.０
益 ２，４６１ ２，７２５ △ ２６４ ９０.３
の １，２７９ １，４５１ △ １７２ ８８.１
部 １，１８１ １，２７３ △ ９１ ９２.８

１，５２１ ２，８０６ △ １，２８５ ５４.２

３２ １，３３８ △ １，３０６ ２.４
５ －  ５ －  

２６ ７３７ △ ７１０ ３.６
０ ５８２ △ ５８１ ０.１

－  １９ △ １９ －  

３，８２２ ３，００２ ８１９ １２７.３
５２ ７６２ △ ７１０ ６.９

３１２ １８２ １３０ １７１.６
７ －  ７ －  

－  ２１ △ ２１ －  
－  ２９ △ ２９ －  
－  １４１ △ １４１ －  
１２ ６７ △ ５５ １８.３

６０４ ０ ６０４ －  
１４ －  １４ －  

２６１ －  ２６１ －  
－  ２２ △ ２２ －  
－  １９ △ １９ －  

１，４３５ １，４２３ １１ １００.８
－  ９４ △ ９４ －  

１，１２２ ２３６ ８８６ ４７５.４

－  １，１４２ △ １，１４２ －  
２，２６９ －  ２，２６９ －  

１７ １７ ０ １００.０
２８９ ２４３ ４６ １１９.１
－  ８８１ △ ８８１ －  

２，５７５ －  ２，５７５ －  

１５，６３６ １６，４９２ △ ８５６ ９４．８
△ ４３ △ ２５ △ １８ １７３．２

１８，２５５ １５，６３６ ２，６１９ １１６．８

単位：百万円（未満切捨て）

１８，２５５ １５，６３６ ２，６１９

これを次の通り処理いたします。

１８，２５５ １５，６３６ ２，６１９

当　　期
(16/3～17/2)

前　　期
(15/3～16/2)

増　減（△） 前  期  比

損 益 計 算 書 （ 対 前 期 比 較 ）

固 定 資 産 売 却 損

税 引 前 当 期 純 利 益
税 引 前 当 期 純 損 失

当 期 純 利 益

前 期 繰 越 損 失

当 期 未 処 理 損 失

経

常

損

益

の

部

子 会 社 株 式 売 却 益

固 定 資 産 除 却 損

有 価 証 券 償 還 損

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

特

別

損

益

の

部

売 上 高
売 上 原 価

営 業 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損
子 会 社 株 式 評 価 損

売 上 総 利 益
販 売 費 ・ 一 般 管 理 費

受 取 利 息 ・ 配 当 金
そ の 他 の 収 益

支 払 利 息
そ の 他 の 費 用

科　　　　目

次 期 繰 越 損 失

当 期 未 処 理 損 失

ゴ ル フ 会 員 権 売 却 益

当 期 純 損 失

投 資 有 価 証 券 売 却 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税
法 人 税 等 調 整 額

土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額

子 会 社 整 理 損

債 務 保 証 引 当 金 繰 入 額

投 資 有 価 証 券 売 却 損

再 就 職 支 援 費 用

会 員 権 等 評 価 損

損失処理案(対前期比較)

当　　期
(１６／３～１７／２)

前　　期
(１５／３～１６／２)

増　減（△）

退 職 給 付 引 当 金 繰 入 額

電 話 加 入 権 売 却 損

ゴ ル フ 会 員 権 売 却 損

固 定 資 産 売 却 益

退 職 給 付 費 用
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〔重要な会計方針〕

１．有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

　　　　その他有価証券
時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理し、
売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

        商　　品　　売価還元法による原価法
        貯 蔵 品　　先入先出法による原価法

３．デリバティブ

　　　　時価法

４．固定資産の減価償却の方法

　　(1)有形固定資産
        定率法
        ただし、建物（建物付属設備を除く）については定額法によっております。
        なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準
        によっております。
　　(2)無形固定資産
        自社利用のソフトウェアにつきましては、社内における利用可能期間（５年）に基づく
        定額法によっております。
　　(3)長期前払費用
        定額法
５．繰延資産の処理方法

        商法社債償還期間（２年）により均等償却

６．引当金の計上基準

        貸 倒 引 当 金
売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい
ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回
収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

        賞 与 引 当 金
従業員の賞与支給に充てるため、支給見込額のうち当期に負担すべき額を
計上しております。

        退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金
資産の見込額に基づき、当期末において発生していると認められる額を計
上しております。
なお、会計基準変更時差異については、１５年による均等額を費用処理し
ております。
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平
均残存勤務期間以内の一定の年数（１３年）による定額法により按分した
額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。
過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数（１３年）による定額法により費用処理しております。

        役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支出に備えて、内規に基づく期末要支給額を計上し
ております。

        債務保証引当金
子会社等の財政状況を勘案し、債務超過解消不能見込額を計上しており
ます。

７．リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処
理によっております。
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８．ヘッジ会計の方法

　　(1)ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理

　　(2)ヘッジ手段とヘッジ対象
・ヘッジ手段 金利スワップ取引､金利キャップ取引
・ヘッジ対象 借入金支払利息

　　(3)ヘッジ方針 借入金の金利変動リスクの軽減及び金利の
固定化を目的とする取引に限定しており、投
機目的の取引は行っておりません｡

　　(4)ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計と
ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計を
比較して有効性の判定を行っております。

９．消費税の会計処理

        税抜方式によっております。なお仮払消費税と仮受消費税と相殺のうえ、還付請求金額を
        流動資産の「未収入金」に含めて計上しております。税抜方式によっております。

１０．当期より有形固定資産の建物付属設備は建物に含めて表示しております。
　　　なお、当期に建物に含めた建物付属設備の金額は6,034百円であります。

（追加情報）

当社は、北九州市所在の旧本店パーキングビル用地及び旧本店事務館、別館用地の一部
（4,440.93㎡　北九州市小倉北区に所在）につき、当社と財団法人民間都市開発推進機
構（以下、民都機構）が北九州市紫川マイタウン・マイリバー事業との共同事業として、
駐車場併設商業複合ビル開発を推進するため、平成8年5月に民都機構へ総額6,517百万円
で譲渡しております。
なお、当該土地は平成10年9月より本店新館（店舗、事務所、駐車場）として、本店本館
と一体となった事業の用に供しておりますが、土地売買契約に関連した基本合意書に基
づく事業実施基本協定書では、平成17年5月14日を経過したとき、民都機構は当社に土地
の買取りを請求することができるとされているため、当該土地の買取に関して民都機構
と時期、方法等について協議を行っております。

〔貸借対照表の注記〕

当        期 前        期
(17.2.28) (16.2.29)

１．有形固定資産の減価償却累計額 25,495 百万円 25,000 百万円

２．保証債務 10,042 百万円 14,011 百万円
(うち保証予約） （71 百万円) （316 百万円)

３．土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、事業用の
　　土地の再評価を行い、再評価差額金を資本の部に計上しております。

　　　・土地再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布政令
第１１９号）第２条第５号に定める不動産鑑定士による鑑定評価
に基づいて算出

　　　・再評価を行った年月日 平成１３年２月２８日
　　　・再評価を行った土地の当期末における
　　　　時価と再評価後の帳簿価額との差額 △6,926 百万円
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〔リース取引関係〕
有価証券報告書にてEDINETにより開示を行うため記載を省略しております。

〔有価証券関係〕

当期及び前期において
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

〔当期中の発行済株式数の増加内訳〕

株

株

株

発行年月日 発行形態 発行価格 (円)

平成16年8月5日

発行株式数

平成16年9月8日 新株予約権の行使

1,598,295

201.0

187.7

4,975,124平成16年6月16日

資本組入額 (千円)

502,487

150,239

353,153166.54,204,204

新株予約権の行使

新株予約権の行使
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〔税効果会計関係〕

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

当      期
　　（繰延税金資産） (17.2.28)

賞与引当金損金算入限度超過額 65 百万円
債務保証引当金否認額 1,980
貸倒引当金損金算入限度超過額 5,026
退職給付引当金損金算入限度超過額 466
関係会社株式評価損否認額 1,092
役員退職慰労引当金否認額 94
繰越欠損金 1,963
その他 59

　　繰延税金資産小計 10,747
評価性引当額 △ 10,747

　　繰延税金資産合計 －
　　（繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金 △ 11 百万円
　　繰延税金負債合計 △ 11
　　差引繰延税金負債 △ 11 百万円

　 率との差異の原因となった主な項目別の内訳

税引前当期純損失が計上されているため記載しておりません。

２.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
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 品  目  別  売  上  高  表 （対  前  期  比  較）

単位：百万円（未満切捨て）

期  別 当          期 前          期
増        減（△）

（１６／３～１７／２） （１５／３～１６／２）

 区  分 金    額 構 成 比 金    額 構 成 比 金    額 前 期 比

衣 紳 士 服 ・洋 品 ６,７３０ ７.８％ ７,４９２ ８.０％ △ ７６２ ８９.８％

婦 人 服 ・洋 品 ２０,４１２ ２３.６ ２３,３５４ ２４.９ △ ２,９４２ ８７.４

料 子 供 服 ・洋 品 ３,２０５ ３.７ ３,４９５ ３.７ △ ２９０ ９１.７

そ の 他 衣 料 品 ２,４８８ ２.９ ２,５８６ ２.８ △ ９８ ９６.２

品 計 ３２,８３６ ３８.０ ３６,９２９ ３９.４ △ ４,０９３ ８８.９

身  　回  　品 １３,５１５ １５.７ １４,７３９ １５.７ △ １,２２３ ９１.７

雑          貨 ８,９１０ １０.４ ９,９７１ １０.６ △ １,０６０ ８９.４

家 家 具 １,１６８ １.４ １,４５７ １.６ △ ２８９ ８０.１

庭 家 電 ２８９ ０.３ ２８８ ０.３   １ １００.５

用 その他家庭用品 ３,５７１ ４.２ ３,７８２ ４.０ △ ２１０ ９４.４

品 計 ５,０２９ ５.９ ５,５２８ ５.９ △ ４９８ ９１.０

食    料    品 １８,２０３ ２１.２ １９,３３５ ２０.６ △ １,１３２ ９４.１

食 堂 ・ 喫 茶 ２,７３７ ３.２ ３,０８７ ３.３ △ ３５０ ８８.６

サ  ー  ビ  ス ６５１ ０.８ ８０５ ０.９ △ １５３ ８０.９

そ  　の　  他 ４,０９５ ４.８ ３,３８１ ３.６   ７１３ １２１.１

合     計 ８５,９８０ １００.０ ９３,７７９ １００.０ △ ７,７９８ ９１.７
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役 員 の 異 動 

 

平成 17年 5月 26日付 
 

退任予定取締役 

取 締 役    戸 上 雅 雄   
 
 

 （注）取締役を退任する戸上雅雄氏は、㈱博多井筒屋取締役社長（代表取締役）に留任。 
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